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１ 令和５（２０２３）年度当初予算案の概要 
 
（１）予算編成の基本方針  

令和５（２０２３）年度予算は、２年目を迎える第五次総合計画後期基本計画

（以下「後期計画」という。）を力強く推進することを目標に予算編成に取り組ん

だ。 

新しい資本主義、グリーントランスフォーメーション（ＧＸ）、包摂社会などの

実現に向けて少子化対策・子ども政策、女性活躍という目標を示した国の「経済財

政運営と改革の基本方針２０２２（骨太の方針）」は、後期計画における２つの重

点戦略である「子どもを取り巻く環境の充実」と「大変革期を乗り越える産業イノ

ベーションの推進」と符合しているほか、「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦

略」（以下「総合戦略」という。）、「柏崎市地域エネルギービジョン」とも強く結び

付いており、これらを推進する事業に予算を重点配分することとした。 

一方で、新型コロナウイルス感染症への対策、原油価格・物価高騰という新たな

課題にも対応し、市民生活や地域経済への影響を可能な限り抑制しなければなら

ず、また、安全・安心に暮らし、働くことのできる社会環境、持続可能なまちを作

り上げていくためには財政基盤の確立も求められていることにも配意した。 

国際情勢、経済情勢など取り巻く環境は厳しく、変化は速く、激しい。その中で

柏崎は、歴史・伝統を大切なものとし、かつ、新しく、より良いもの、豊かなもの

を求める「保守、そして進取」の精神の下、前に進む。ニーズを的確に捉え、速や

かさと柔軟さを持って対応し、柏崎が生き残り、大きな可能性を展望するための予

算とした。 

 

ア 重点戦略を推進する事業 

後期計画の重点戦略に位置付けられ、本市が直面する重要課題に積極的に取 

り組む事業については、予算の重点化を行った。 

 

イ 感染症の収束、原油価格・物価高騰に対応する事業 

  感染症及び原油価格・物価高騰に対応する事業は、予算の重点化を行った。 

 

ウ 健全財政の堅持 

健全かつ安定した財政運営を堅持するため、堅実な財源の確保と効果的な事  

務事業を展開するとともに、将来的な財政負担を抑制するような予算編成を行  

った。  
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（２）予算規模  

 

 

 

   ※「前年度」とは、令和４（２０２２）年度を指す。以下同じ。 

（３）各会計別予算額一覧 

 

（４）全体予算額の推移 

 

(単位：千円)

令和5年度
（2023年度）

令和4年度
（2022年度）

当初予算額 当初予算額 増 減 額 増 減 率

47,200,000 48,100,000 △ 900,000 △1.9%

46,913,040 47,926,870 △ 1,013,830 △2.1%

19,530,526 19,399,198 131,328 0.7%

8,954,507 8,806,914 147,593 1.7%

事 業 勘 定 8,594,025 8,453,934 140,091 1.7%

直 営 診 療 施 設 勘 定 360,482 352,980 7,502 2.1%

1,071,791 1,044,993 26,798 2.6%

9,439,177 9,435,759 3,418 0.0%

56,934 102,899 △ 45,965 △44.7%

8,117 8,633 △ 516 △6.0%

14,628,698 15,059,351 △ 430,653 △2.9%

5,801,429 6,334,377 △ 532,948 △8.4%

8,827,269 8,724,974 102,295 1.2%

81,359,224 82,558,549 △ 1,199,325 △1.5%

水 道 事 業 会 計

下 水 道 事 業 会 計

合　　計

一般会計

特別会計

公営企業会計

会計区分
比　　　　較

（借換債を除く。）

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

介 護 保 険 特 別 会 計

土 地 取 得 事 業 特 別 会 計

墓 園 事 業 特 別 会 計

❍一般会計  ４７２億円（前年度比１．９％減） 

❍一般会計・特別会計・公営企業会計の合計 

        ８１３億５，９２２万４千円（前年度比１．５％減） 
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２ 一般会計当初予算案の概要 

  ◆予算額 ４７２億円（前年度当初比△９．０億円、１．９％減） 

※参考 借換債を除く実質予算額 46,913,040 千円 

（前年度当初比△1,013,830 千円、2.1％減）    

・投資的経費の状況   ７０．５億円（前年度当初比△２０．５億円、２２．５％減） 

  うちゼロ市債分 214,400 千円（前年度当初比△247,200 千円、53.6％減）   

  ・財政調整基金の取崩し １６．４億円（前年度当初比△３．４億円、１７．２％減） 

  ・市債の発行      ３８．８億円（前年度当初比△１．３億円、３．３％減） 

    ※参考 借換債を除く実質的な市債額 36.0 億円（前年度当初比△2.5 億円、6.4％減） 

 

厳しい財政状況下にあるものの、子育て施策、産業振興施策を始め、人材の確保・育

成対策、人口減少・定住対策、防災対策など、様々な課題が山積していることから、後

期計画、総合戦略における主要施策を着実に推進するとともに、地域エネルギービジ

ョンの実現も目指す。特に、子育て施策においては、安心して子どもを産み育てる環

境を更に充実するとともに、保護者の負担軽減や就労支援を図るため、市内の保育園、

認定こども園等を利用する１歳児、２歳児の保育料無料化を１０月から開始する。 

投資的経費においては、荒浜小学校及び田尻保育園の改築、北部地区学校給食共同

調理場の大規模改修、東中学校の部室倉庫棟及びグラウンドの整備、市営半田住宅Ｂ

号棟、じょんのび村及び陸上競技場スタンドの改修などに取り組む。一方で、東中学

校の旧校舎・体育館、旧市役所庁舎及び旧ふるさと人物館などの解体を行う。さらに、

ゼロ市債対象工事により公共事業の早期発注と平準化を図る。 

歳入全体については、財源不足が厳しい状況であるものの、市民ニーズに対応する

ために不可欠な事業を着実に展開するとともに、後期計画、総合戦略及び地域エネル

ギービジョンなどの実現に向けて、財政調整基金１６億４千万円、減債基金約２億４

千万円を繰り入れて収支のバランスを図った。 

このようにして編成した令和５（２０２３）年度予算規模は、前年度当初に比べ９

億円、１．９％減の４７２億円となった。 

なお、借換債を除く実質的な予算額は４６９．１億円となり、前年度当初に比べ１

０．１億円、２．１％の減となる。 
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３ 特別会計当初予算案の概要 

特別会計は、次のとおりである。 

❐国民健康保険事業特別会計 

  事業勘定においては、保険給付費の増などにより、前年度当初比１．４億円、１．

７％増の８５．９億円を計上した。 

直診勘定においては、施設管理費の増などにより、前年度当初比８００万円、２．

１％増の３．６億円を計上した。 

❐後期高齢者医療特別会計 

後期高齢者医療被保険者数の増により、広域連合納付金の増が見込まれ、前年度当

初比０．３億円、２．６％増の１０.７億円となった。 

❐介護保険特別会計 

  地域支援事業費の増により、前年度当初比３００万円増の９４．４億円となった。 

❐土地取得事業特別会計 

  道路改良関連の先行取得路線の減などにより、前年度当初比０．５億円、４４．

７％減の０．６億円となった。 

❐墓園事業特別会計 

墓園の施設修繕料の減などにより、前年度当初比５０万円、６．０％減の０．１億

円となった。 

 

 

４ 公営企業会計当初予算案の概要 

総額で前年度当初比４．３億円、２．９％減の１４６．３億円となった。 

 

❐水道事業会計 

建設改良費の減などにより、前年度当初比５．３億円、８．４％減の５８．０億円

となった。 

❐下水道事業会計 

建設改良費の増などにより、前年度当初比１．０億円、１．２％増の８８．３億円

となった。 
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５ 一般会計当初予算案 

（１）歳入（款別） 
（単位：千円） 

 
（注）端数処理の関係で、構成比の合計が 100％にならない場合がある。 
 

歳入予算構成比 

 

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

1 市税 14,851,199 31.5% 14,730,449 30.6% 120,750 0.8%
2 地方譲与税 401,011 0.8% 394,443 0.8% 6,568 1.7%
3 利子割交付金 6,963 0.0% 7,382 0.0% △ 419 △5.7%
4 配当割交付金 48,099 0.1% 39,000 0.1% 9,099 23.3%
5 株式等譲渡所得割交付金 23,000 0.0% 23,000 0.0% 0 -
6 法人事業税交付金 171,142 0.4% 147,519 0.3% 23,623 16.0%
7 地方消費税交付金 2,034,289 4.3% 1,993,830 4.1% 40,459 2.0%
8 ゴルフ場利用税交付金 16,000 0.0% 17,000 0.0% △ 1,000 △5.9%
9 環境性能割交付金 22,000 0.0% 22,000 0.0% 0 -
10 地方特例交付金 66,102 0.1% 70,909 0.1% △ 4,807 △6.8%
11 地方交付税 7,230,000 15.3% 7,060,000 14.7% 170,000 2.4%
12 交通安全対策特別交付金 6,800 0.0% 6,900 0.0% △ 100 △1.4%
13 電源立地地域対策等交付金 1,927,239 4.1% 1,827,477 3.8% 99,762 5.5%
14 分担金及び負担金 524,996 1.1% 542,449 1.1% △ 17,453 △3.2%
15 使用料及び手数料 621,674 1.3% 660,264 1.4% △ 38,590 △5.8%
16 国庫支出金 5,195,477 11.0% 5,756,104 12.0% △ 560,627 △9.7%
17 県支出金 3,914,364 8.3% 4,099,502 8.5% △ 185,138 △4.5%
18 財産収入 62,276 0.1% 59,534 0.1% 2,742 4.6%
19 寄附金 456,360 1.0% 426,360 0.9% 30,000 7.0%
20 繰入金 2,714,559 5.8% 2,912,263 6.1% △ 197,704 △6.8%
21 繰越金 600,000 1.3% 600,000 1.2% 0 -
22 諸収入 2,422,690 5.1% 2,688,134 5.6% △ 265,444 △9.9%
23 市債 3,883,760 8.2% 4,015,481 8.3% △ 131,721 △3.3%

47,200,000 100.0% 48,100,000 100.0% △ 900,000 △1.9%

令和5年度
（2023年度）

令和4年度
（2022年度）

合計

区　分

年　度 比　較
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《歳入（款別）の主な増減要因》 

❐市税 

市税全体では、前年度当初比１．２億円（０．８％）増となる１４８．５億円とし

た。 

市民税は、前年度中の実績見込みを基に、個人市民税は０．３％減、法人市民税は

１．４％増とし、市民税（現年度分）全体では前年度当初比４００万円（０．１％）

減と見込んだ。 

固定資産税は、土地は地価の下落傾向が続くと見込み減と、家屋は前年中の新増

築を見込み増と、償却資産は前年度中の実績見込みを基に減とそれぞれ見込み、固

定資産税（現年度分）全体として前年度当初比０．７億円（０．８％）増とした。 

軽自動車税は、実績から環境性能割を増、種別割を減と見込み、全体として８０

０万円（２．９％）増と見込んだ。 

市町村たばこ税は、前年度中の実績見込みを基に０．４億円（７．８％）増と見込

んだ。 

使用済核燃料税は、前年度当初と同額を見込んだ。 

❐地方譲与税 

自動車重量譲与税は、前年度当初比５００万円（１．７％）増と見込んだ。 

❐法人事業税交付金 

法人事業税交付金は、県から減収補塡措置として交付される額を前年度当初比０．

２億円（１６．０％）増と見込み、１．７億円を計上した。 

❐地方消費税交付金 

 地方消費税交付金は、前年度当初比０．４億円（２．０％）増と見込み、２０.３

億円を計上した。 

❐地方特例交付金 

地方特例交付金は、減収補塡特例交付金を４００万円（６．９％）増、新型コロナ

ウイルス感染症対策地方税減収補塡特別交付金を９００万円（６８．２％）減と見

込み、全体として前年度当初比５００万円（６．８％）減の０．７億円を計上した。 

❐地方交付税 

地方交付税全体では、前年度当初比１．７億円（２．４％）増の７２．３億円を計

上した。このうち普通交付税は、前年度交付実績と地方財政対策における前年度当

初比を踏まえ、前年度当初比１．７億円（２．７％）増の６５．８億円を、特別交付

税は、近年の交付実績から前年度当初と同額の６．５億円を見込んだ。 

普通交付税の補塡財源である臨時財政対策債は、前年度発行可能額と地方債計画

における前年度当初比を踏まえ、前年度当初比３．２億円（５３．０％）減の２．８
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億円とした。 

なお、普通交付税と臨時財政対策債を合わせた額は、前年度当初比１．５億円（２．

１％）減の６８．６億円である。 

❐原発関連交付金 

原発関連交付金は、総額で前年度当初比１．０億円（３．２％）増の３２．３億円

とした。 

電源立地地域対策交付金（国直接分）では、令和２（２０２０）年度からみなし設

備利用率を最下限の６８％で算定している。３号機が運転開始から３０年経過したこ

とから定額加算されることにより、前年度当初比１．０億円（５．５％）増とした。 

県間接分は、前年度同額の３．９億円を計上した。 

❐使用料・手数料 

使用料・手数料は、公立保育園使用料の減などにより、前年度当初比０．４億円（５．

８％）減と見込み、６．２億円を計上した。 

❐繰入金 

繰入金は、財政調整基金繰入金１６．４億円、減債基金繰入金２．４億円のほか、

製造業戦略的イノベーション推進基金繰入金０．８億円などを繰り入れ、全体で、前

年度当初比２．０億円（６．８％）減の２７．１億円とした。 

ふるさと応援基金繰入金は、前年度当初比０．２億円（７．０％）増の３．３億円

を計上した。 

❐市債 

市債は、前年度当初比１．３億円（３．３％）減の３８．８億円を計上した。 

いきいき館施設整備費、じょんのび村整備費、道路橋りょう整備事業などに過疎対

策事業債５．６億円を計上した。 

また、荒浜小学校改築事業や東中学校改築事業など小・中学校施設整備に学校教育

施設等整備事業債３．９億円及び一般補助施設整備等事業債４．０億円を計上した。 

なお、借換債２．９億円を除いた実質的な市債額は、３６．０億円で前年度当初比

２．５億円（６．４％）の減である。 
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（２）歳出（目的別） 
（単位：千円） 

 

（注）端数処理の関係で、構成比の合計が 100％にならない場合がある。 
 

歳出予算構成比（目的別） 

 

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

1 議会費 273,931 0.6% 284,349 0.6% △ 10,418 △3.7%

2 総務費 5,122,497 10.9% 5,865,146 12.2% △ 742,649 △12.7%

3 民生費 13,977,994 29.6% 13,035,333 27.1% 942,661 7.2%

4 衛生費 3,261,056 6.9% 3,323,233 6.9% △ 62,177 △1.9%

5 労働費 1,249,645 2.6% 1,479,843 3.1% △ 230,198 △15.6%

6 農林水産業費 1,888,572 4.0% 1,666,638 3.5% 221,934 13.3%

7 商工費 1,524,384 3.2% 1,555,953 3.2% △ 31,569 △2.0%

8 土木費 5,895,838 12.5% 5,922,174 12.3% △ 26,336 △0.4%

9 消防費 1,776,364 3.8% 1,775,582 3.7% 782 0.0%

10 教育費 7,072,486 15.0% 7,574,347 15.7% △ 501,861 △6.6%

11 災害復旧費 14,403 0.0% 5,203 0.0% 9,200 176.8%

12 公債費 5,092,830 10.8% 5,092,199 10.6% 631 0.0%

13 予備費 50,000 0.1% 50,000 0.1% 0 -

諸支出金 0 0.0% 470,000 1.0% △ 470,000 皆減

47,200,000 100.0% 48,100,000 100.0% △ 900,000 △1.9%

令和4年度
（2022年度）

合計

区　分

年　度 比　較
令和5年度

（2023年度）
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《歳出（目的別）の主な増減要因と主な事業》 

❐総務費 

旧庁舎解体事業３．９億円、市議会議員選挙費０．５億円が増となったものの、再

生可能エネルギー発電設備設置事業７．２億円の減などにより、７．４億円（１２．

７％）の減となった。 

【主な事業】 

 ・職員採用・職員管理経費 ４０，１９３千円【拡充】 

・未利用地利活用事業 ２７，５００千円【拡充】 

 ・旧庁舎解体事業 ３８７，６００千円【新規】 

 ・Ｕ・Ｉターン促進事業 ４３，４４４千円【拡充】 

 ・路線バス等確保事業 １７９，５６８千円【拡充】 

 ・バス車両購入補助事業 ３０，０００千円【新規】 

 ・地域エネルギー会社連携事業 ４８，５１８千円【拡充】 

 ・情報化関連業務総合委託事業 ４６１，１８７千円 

 ・地域安全対策費 ４２，４５２千円 

・コミュニティセンター整備事業 １０３，８０１千円 

・戸籍住民基本台帳費 １２２，０２５千円【拡充】 

・市議会議員選挙費 ５３，３１７千円 【新規】 

❐民生費 

児童クラブ整備事業０．８億円が減となったものの、いきいき館施設整備費１．８

億円、保育園整備事業５．９億円、訓練等給付費１．２億円の増などにより、９．４

億円（７．２％）の増となった。また、１０月から１歳児、２歳児の保育料を無料化

する。 

【主な事業】 

 ・成年後見制度利用支援事業 １１，２９７千円 

 ・重層的支援体制移行準備事業 １２，５７０千円【拡充】 

 ・日常生活用具給付事業 ２３，９７６千円【拡充】 

 ・福祉職員支援事業 １，２１５千円【拡充】 

 ・障害福祉従事者人材確保・育成支援事業 １，０１３千円 

 ・軽・中等度難聴者補聴器購入費助成事業（福祉課）２００千円【新規】 

 ・介護従事者人材確保・育成支援事業 ４６，８６７千円 

 ・介護職員就職支援事業 ３，６００千円 

 ・軽・中等度難聴者補聴器購入費助成事業（介護高齢課）２，３０６千円【新規】 
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・いきいき館施設整備費 １９５，０００千円【新規】 

 ・子育て応援券事業 ２４，４２９千円 

 ・出産・子育て応援交付金事業 ４６，４１８千円【新規】 

 ・放課後児童健全育成事業 ２４２，４８８千円 

 ・児童クラブ整備事業 ２７，２００千円 

 ・子どもの医療費助成事業 ２０２，５３６千円 

 ・保育園整備事業 ６５６，６４５千円【拡充】 

 ・私立認定こども園等建設費補助金 ３３，８０２千円 

 ・子どもの遊び場施設整備補助金 ４，９３４千円 

 ・病児保育事業 ２３，１６２千円 

❐衛生費 

不法投棄防止対策費０．４億円、次世代エネルギー活用検討事業０．２億円が増

となったものの、新型コロナウイルスワクチン接種事業３．５億円、元気館整備事

業０．４億円の減などにより、０．６億円（１．９％）の減となった。 

【主な事業】 

 ・医師確保対策事業 ２，１３８千円【拡充】 

 ・看護師就職支援事業 ２０，８００千円 

 ・看護学生確保支援事業 ８，４００千円【拡充】 

 ・がん患者医療用補整具購入費助成事業 １，２０７千円【新規】 

 ・低炭素型設備機器導入補助事業 １１，５６３千円【拡充】 

 ・次世代エネルギー活用検討事業 ２０，０４９千円【新規】 

 ・斎場施設整備事業 １７，０００千円 

 ・不法投棄防止対策費 ４４，０７４千円【拡充】 

 ・ごみ処理施設建設事業 ２２，７１３千円 

❐労働費 

育児休業取得促進事業２００万円、女性活躍推進事業１２０万円が増になったも

のの、ワークプラザ柏崎整備事業のほか、新潟県中越沖地震対策被災住宅特別資金

や労働福祉資金など預託金の減により、２．３億円（１５．６％）の減となった。 

【主な事業】 

 ・住宅資金 ３２，４００千円 

・新潟県中越沖地震対策被災住宅特別資金 １，１４０，８００千円 

 ・女性活躍推進事業 ２，０００千円【拡充】 

 ・育児休業取得促進事業 ２，０００千円【新規】 
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❐農林水産業費 

団体営調査設計事業０．６億円、土地改良施設維持管理適正化事業０．３億円が

減となったものの、漁港整備補助事業１．４億円、農林漁業資料館撤去事業１．０億

円の増などにより、２．２億円（１３．３％）の増となった。 

【主な事業】 

・農業被害鳥獣対策事業 ９，５３６千円【拡充】 

・食の地産地消啓発事業 ８，２７３千円【拡充】 

・新規就農者育成支援事業 ２，４９２千円 

・青年就農支援事業 ６，７５０千円 

・園芸振興支援事業 ８，０００千円【拡充】 

・六次産業化支援事業 １，０００千円 

・柏崎産米ブランド化推進事業 １５，７１３千円 

・農村振興総合整備事業（上条） １１６，７００千円 

・農村振興総合整備事業（田尻） ２４，０００千円【新規】 

・多面的機能支払交付金事業 ２３３，１２２千円 

・農林漁業資料館撤去事業 １００，１６０千円【新規】 

・中山間地域等直接支払制度事業 １３６，２６３千円 

・旧米山牧場廃タイヤ処分仮設道路整備事業 ２０，０００千円【新規】 

・森林経営管理事業 ４１，０４６千円【拡充】 

・柏崎産ヒゲソリダイ養殖支援事業 ８，４７６千円【拡充】 

・漁業就業者支援事業 ２，４００千円 

・漁港整備補助事業 １５５，６２０千円【拡充】 

❐商工費 

企業立地事業２．１億円、じょんのび村整備費１．０億円、道の駅風の丘米山整

備事業０．５億円が増となったものの、製造業戦略的イノベーション推進基金積立

金２．２億円、中小企業等融資事業０．９億円、事業構造強化促進事業０．８億円

の減などにより、０．３億円（２．０％）の減となった。 

【主な事業】 

・人材育成支援事業 ５，１００千円 

・新技術・新製品研究開発支援事業 ８，３７５千円 

・情報産業育成振興事業 ６，０４６千円 

・創業支援事業 ６，０８１千円 

・ＩｏＴ推進事業 １０，９８６千円 
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・事業構造強化促進事業 ７７，２００千円 

・企業立地事業 ２１６，０３５千円【拡充】 

・海水浴場環境整備費 ４４，４７４千円【拡充】 

・登山道遊歩道整備事業 ３７，５１２千円【拡充】 

・情報発信・商品開発戦略事業 ４，７１３千円 

・ぎおん柏崎まつり事業 ４４，１７８千円 

・道の駅風の丘米山整備事業 ５３，０７２千円【新規】 

・じょんのび村整備費 １０３，３０５千円【拡充】 

❐土木費 

市営半田住宅Ｂ号棟改修事業１．３億円、空き家対策事業０．８億円が増となる

ものの、街路事業２．３億円、道路新設改良事業０．７億円の減などにより、０．３

億円（０．４％）の減となった。 

【主な事業】 

 ・住まい快適リフォーム事業 ５０，０００千円 

 ・空き家対策事業 ８６，７１７千円【拡充】 

・道路新設改良事業 ５６４，１６３千円 

 ・道路修繕・舗装修繕事業 ４６４，１１８千円   １，２７８，２８１千円 

 ・橋りょう・トンネル修繕事業 ２５０，０００千円 

 ・消融雪施設整備事業 １８４，１１２千円 

 ・除雪車購入事業 １４６，８６８千円 

 ・交通安全施設修繕事業 １０６，５００千円 

・河川改修事業 ２０１，０５１千円 

 ・中心市街地活性化事業 ３０，０００千円【新規】 

 ・市営半田住宅Ｂ号棟改修事業 １３１，７００千円【新規】 

❐消防費 

原子力災害時避難円滑化モデル実証事業１．７億円が減となり、防災情報通信シ

ステム整備事業１．９億円が増となったものの、前年度と同規模となった。 

【主な事業】 

・消防団車両整備事業 ２１，４５０千円 

・防火水槽整備事業 ２５，８００千円 

・消火栓整備事業 ２５，０００千円  

・洪水ハザードマップ作成事業 ２７，０００千円【新規】 

・原子力防災対策事業 １６，１８１千円 
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・防災情報通信システム整備事業 １９４，５７２千円【拡充】 

❐教育費 

荒浜小学校改築事業３．５億円、旧ふるさと人物館解体事業２．８億円などが増と

なるものの、東中学校改築事業１８．２億円、小学校施設長寿命化事業４．７億円、

小学校グラウンド補修事業１．３億円などの減により、５．０億円（６．６％）の減

となった。また、物価高騰等を考慮し、学校給食について一食当たりの基準単価を３

０円増額し、小学生３１０円、中学生３６０円とする。なお、負担軽減のため、保護

者の増額負担は２０円とし、市が１０円を負担する。  

【主な事業】 

 ・特別支援学級介助事業 ９５，０１２千円 

 ・スクール・サポート・スタッフ配置事業 ５，０２３千円【新規】 

 ・学力向上推進プロジェクト事業 ４，４３７千円【拡充】 

 ・指導補助事業 １３０，０３１千円【拡充】 

 ・情報機器管理費（小学校） １３４，３８４千円 

 ・情報機器管理費（中学校） ７３，９１２千円 

 ・小学校施設整備事業 ３３９，０００千円 

 ・荒浜小学校改築事業 ４５１，７５０千円【新規】 

 ・中学校施設整備事業 ２１４，２００千円 

 ・東中学校改築事業 ７１５，７４８千円 

 ・文化振興事業 ２５，６１８千円【新規】 

 ・綾子舞保存振興事業 １２，９０１千円【拡充】 

 ・旧ふるさと人物館解体事業 ２８０，０００千円【新規】 

 ・陸上競技場整備事業 ７１，５００千円【拡充】 

 ・県立柏崎アクアパーク整備事業 １４，８００千円【新規】 

・給食施設整備事業 ８８７，０００千円【新規】 

 ・学校給食費 ３９３，５００千円 
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（３）歳出（性質別） 
（単位：千円） 

 
（注）端数処理の関係で、構成比の合計が 100％にならない場合がある。 
 

歳出予算構成比（性質別） 

 

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

47,200,000 100.0% 48,100,000 100.0% △ 900,000 △1.9%

18,486,164 39.2% 18,770,636 39.0% △ 284,472 △1.5%

人件費 7,048,858 14.9% 7,466,046 15.5% △ 417,188 △5.6%

扶助費 6,343,076 13.4% 6,211,291 12.9% 131,785 2.1%

公債費 5,094,230 10.8% 5,093,299 10.6% 931 0.0%

7,045,272 14.9% 9,094,627 18.9% △ 2,049,355 △22.5%

普通建設事業費 7,030,869 14.9% 9,089,424 18.9% △ 2,058,555 △22.6%

災害復旧事業費 14,403 0.0% 5,203 0.0% 9,200 176.8%

21,668,564 45.9% 20,234,737 42.1% 1,433,827 7.1%

物件費 9,325,747 19.8% 7,777,594 16.2% 1,548,153 19.9%

維持補修費 1,021,891 2.2% 980,928 2.0% 40,963 4.2%

補助費等 5,890,563 12.5% 5,683,253 11.8% 207,310 3.6%
上記のうち

一部事務組合負担金 943,088 2.0% 911,445 1.9% 31,643 3.5%

投資及び出資金 305,231 0.6% 295,524 0.6% 9,707 3.3%

貸付金 1,585,406 3.4% 1,855,195 3.9% △ 269,789 △14.5%

繰出金 2,664,145 5.6% 2,598,607 5.4% 65,538 2.5%

その他 875,581 1.9% 1,043,636 2.2% △ 168,055 △16.1%

区　分
比　較

令和5年度
（2023年度）

令和4年度
（2022年度）

歳出合計

義務的経費

投資的経費

その他の経費
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《歳出（性質別）の主な増減要因》 

❐人件費 

定年延長により定年退職者が生じないことによる退職手当の減などにより、４．

２億円（５．６％）の減となった。 

 

❐普通建設事業費 

給食施設整備事業８．７億円、保育園整備事業５．９億円、荒浜小学校改築事業

３．５億円が増となったものの、東中学校改築事業１８．２億円、再生可能エネル

ギー発電設備設置事業７．２億円の減などにより、２０．６億円（２２．６％）の

減となった。 

  

❐物件費 

東中学校改築事業（解体工事）４．８億円、旧庁舎解体事業３．９億円、旧ふるさ

と人物館解体事業２．８億円、小学校施設整備事業（旧石地小学校体育館解体工事）

１．１億円、農林漁業資料館撤去事業１．０億円、コミュニティセンター整備事業（旧

鵜川コミュニティセンター解体工事）０．６億円のほか、公共施設の光熱水費２．０

億円の増などにより、１５．５億円（１９．９％）の増となった。 

❐補助費等 

  企業立地事業２．０億円、出産・子育て応援交付金事業０．５億円の増などによ 

り、２．１億円（３．６％）の増となった。 

❐貸付金 

新潟県中越沖地震対策被災住宅特別資金１．２億円、中小企業等融資事業０．９億

円、労働福祉資金０．４億円の減などにより、２．７億円（１４．５％）の減となっ

た。 

❐その他 

製造業戦略的イノベーション推進基金積立金２．２億円の減などにより、１．７億

円（１６．１％）の減となった。  
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６ 基金の推移見込み 

・令和５（２０２３）年度末基金残高見込みは、１４３．１億円である。 

・公共施設適正管理基金を２．５億円、電源立地地域整備基金を０．６億円など積み立

てるものの、財政調整基金、減債基金などの取崩しを行うことにより、令和４（２０２

２）年度末残高から１８．８億円減少する見込みである。 
（単位：千円） 

 
（注）端数処理の関係で、合計が一致しない場合がある。 

 

７ 原発関連交付金                    （単位：千円） 

令和５(２０２３)年度 令和４(２０２２)年度 増減額 増減率 

３，２２５，９７０ ３，１２６，２０８ ９９，７６２ ３．２％ 

＜内訳＞                          

広報調査等交付金                １６，９２０千円 

電源立地地域対策交付金（国直接分）    １，９１０，３１９千円 

電源立地地域対策交付金（県間接分）      ３８５，２８５千円 

大規模発電用施設立地地域振興事業補助金    １５０，０００千円 

原子力発電施設立地市町村振興交付金      ７６３，４４６千円 

 

基　金　の　名　称
令和4年度末

（2022年度末）
残高見込額

令和5年度
（2023年度）

積立額

令和5年度
（2023年度）

取崩額

令和5年度末
（2023年度末）

残高見込額
比　較

財政調整基金 5,996,094 10,385 1,640,000 4,366,479 △ 1,629,615

減債基金 1,058,301 1,270 240,084 819,487 △ 238,814

国民健康保険財政調整基金 1,445,864 22,456 0 1,468,320 22,456

介護給付費準備基金 1,004,294 1,626 14,343 991,577 △ 12,717

柏崎・夢の森公園維持管理基金 922,042 526 52,770 869,798 △ 52,244

電源立地地域整備基金 78,567 60,134 50,366 88,335 9,768

中越沖地震メモリアル基金 107,129 182 14,799 92,512 △ 14,617

ガス事業清算金活用基金 601,905 722 100,000 502,627 △ 99,278

環境・エネルギー産業拠点化推進基金 1,956,591 3,324 0 1,959,915 3,324

公共施設適正管理基金 250,000 250,425 0 500,425 250,425

製造業戦略的イノベーション推進基金 222,000 378 76,200 146,178 △ 75,822

その他 2,550,162 555,250 599,166 2,506,246 △ 43,916

総　計 16,192,949 906,678 2,787,728 14,311,898 △ 1,881,051
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８ 一般会計当初予算案の主な重点施策 

 ２年目を迎える後期計画の重点戦略である「子どもを取り巻く環境の充実」と「大

変革期を乗り越える産業イノベーションの推進」を力強く推進する。また、人口減少

時代においても活力を維持するために人材の育成・確保対策を引き続き積極的に進め

ていくとともに、各分野において地域活性化・市民福祉に資する事業を展開する。 

注）各項目の番号は、別冊資料「一般会計当初予算案における主な事業」の№である。 

 

重点戦略１ 「子どもを取り巻く環境の充実」に関する主な事業 

 

≪ア 新規事業≫ 

 ○１歳児、２歳児の保育料無料化 

安心して子どもを産み育てる環境を更に充実するとともに、保護者の負担軽 

減や就労支援を図るため、１０月から市内の保育園、認定こども園等を利用する

１歳児、２歳児の保育料を無料化する（歳入（公立保育園使用料、私立保育園運

営費負担金）の減額）。 

≪関連事業≫ 

  ・保育園運営事業 ５８３，６４３千円（№５２） 

  ・私立保育園運営経費 １，２７９，３０７千円（№５３） 

  ・保育園運営事業（東日本大震災） ５，１６６千円 

  ・私立認定こども園等運営経費 ４６７，４４６千円 

  ・小規模保育事業運営経費 ３１，６０４千円 

  ・勤務医・看護師子育てサポート事業 ２，５３４千円 

 ○出産・子育て応援交付金事業 ４６，４１８千円（№４６） 

妊婦や０歳から２歳までの低年齢期の子育て家庭に対し、出産・育児等につい       

て伴走型相談支援の充実を図るとともに、妊娠届出と新生児訪問の際の面談後、 

それぞれ５万円（合計１０万円）を現金給付する。 

  ○スクール・サポート・スタッフ配置事業 ５，０２３千円（№１６０） 

教員が児童への指導や教材研究に注力できる環境を整備するため、スクール・ 

サポート・スタッフを配置する。 

   

≪イ 拡充事業≫ 

 ○保育園整備事業 ６５６，６４５千円（№５４） 

   市民の保育ニーズに応えるため、田尻保育園を改築する。 

  ○学力向上推進プロジェクト事業 ４，４３７千円（№１６１） 



18 

    教員の指導力向上のため、学力向上推進員を配置して支援するとともに、先

進校視察や研修会を開催する。 

  ○指導補助事業 １３０，０３１千円（№１６２） 

    指導補助員を４６名配置し、支援が必要な児童生徒の学習支援や生活指導を

行うとともに、部活動指導員を１６名配置し、学校教諭の負担軽減を図る。ま

た、外国籍児童生徒への就学体制を整える。 

  

≪ウ 継続事業≫ 

 ○子育て応援券事業 ２４，４２９千円（№４５） 

   ０歳から３歳までの子どもがいる世帯を対象に、多様な子育て支援サービス

を利用できる子育て応援券を発行する。 

 ○子どもの医療費助成事業 ２０２，５３６千円（№５１） 

   高校卒業時までの子どもを対象に、入院・通院に係る医療費を助成すること 

で負担を軽減し、安心して子育てできる環境を整備する。 

 ○私立認定こども園等建設費補助金 ３３，８０２千円（№５５） 

   園児を受け入れる環境を整備する私立認定こども園などに対し、補助金を交

付する。 

 ○子どもの遊び場施設整備補助金 ４，９３４千円（№５６） 

   町内会などが主体となって行う子どもの遊び場の整備事業に対し、補助金を

交付する。 

○病児保育事業 ２３，１６２千円（№５８） 

   新潟病院及び柏崎総合医療センターに病児保育を委託することにより、働き

ながら安心して子育てできる環境を整備する。 

 ○特別支援学級介助事業 ９５，０１２千円（№１５９） 

   特別支援学級介助員を３６名配置することにより、在籍する児童生徒の自立

に向けた補助を行う。また、特別支援学級や通常学級における学習補助を行うな

ど個々に応じた教育的支援を行う。 

 ○情報機器管理費 ２０８，２９６千円（№１６３、№１６６） 

   国のＧＩＧＡスクール構想で配備したタブレット端末の維持管理とＩＣＴ支 

援員の配置により、教育ＩＣＴ環境の充実を図る。 

  ○学校給食費 ３９３，５００千円（№１７９） 

学校給食の安定的な提供を図る。物価高騰等を考慮し、一食当たりの基準単  

価を３０円増額し、小学生３１０円、中学生３６０円とする。なお、負担軽減   

のため、保護者の増額負担は２０円とし、市が１０円を負担する。  
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重点戦略２ 「大変革期を乗り越える産業イノベーションの推進」に関する主な事業 

 

≪ア 新規事業≫ 

 ○企業立地事業（新産業団地関係部分） １１，２９４千円（№１１５） 

   新たな産業団地の造成に向けて事業構想案を策定する。 

 

≪イ 拡充事業≫  

 ○地域エネルギー会社連携事業 ４８，５１８千円（№１８） 

   地域エネルギー会社と連携する再生可能エネルギーの導入拡大を進める。 

○企業立地事業（企業立地促進助成金部分） ２０３，５６４千円（№１１５） 

   企業の新たな用地取得、設備投資及び雇用状況に応じて助成する。 

 

≪ウ 継続事業≫  

 ○次世代エネルギー活用推進事業 ４，３９９千円（№１７） 

   再生可能エネルギー導入に向けた調査・検討、次世代エネルギーの研究・検 

討を進めるとともに、産業界に向けた再生可能エネルギーに関する周知啓発に  

取り組む。 

 ○新技術・新製品研究開発支援事業 ８，３７５千円（№１０８） 

   知的財産権や国際規格の認証取得、新技術・新製品の研究開発に助成金を交 

付し、製品の高付加価値化と企業ブランド力の向上を推進する。 

 ○情報産業育成振興事業 ６，０４６千円（№１０９） 

   情報政策官による経営相談等を実施するとともに、ＩＴに関する新商品・新 

技術の開発に補助金を交付する。  

 ○廃炉産業調査研究事業 １，１２３千円（№１１２） 

   原子力発電所の長期にわたる廃炉工程を新たな産業の創出に結び付けるた 

め、産学官で構成する勉強会において調査研究を行う。 

 ○ＩｏＴ推進事業 １０，９８６千円（№１１３） 

産学官金で構成する柏崎市ＤＸ推進ラボを推進し、市内企業の生産性向上や 

人材不足などの課題解決を図るため、ＩｏＴやＡＩなどのデジタル技術の導入 

や企業内デジタル人材を育成する。 

 ○事業構造強化促進事業 ７７，２００千円（№１１４） 

   基幹産業である製造業が経済社会の変化に対応し、更なる成長に向けて新分 

野展開、事業転換又は業態転換を実現する事業を支援する。 
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人材育成・確保に関する主な事業 

 

≪ア 新規事業≫ 

 ○育児休業取得促進事業 ２，０００千円（№８２） 

   中小企業などに勤務し、育児休業を取得した男性労働者及び事業主に対し、 

奨励金を交付する。 

○新規就農サポート体制構築事業 ２０９千円（№９１） 

   次世代を担う農業者の人材確保を図るため、就農相談段階から就農後の定着  

段階までサポートする体制を構築するとともに、その活動経費を助成する。 

 

≪イ 拡充事業≫ 

 〇Ｕ・Ｉターン促進事業 ４３，４４４千円（№１２） 

   県主催セミナーなどに参加し、移住を考えている方への情報提供・情報収集 

を行うとともに、移住した方に住宅家賃などへの補助金を交付する。 

 ○首都圏からの移住・就業者支援事業 ６，４３３千円（№１３） 

   首都圏からの移住者で交付条件を満たす方に対し、国の補助金を活用し、補 

助金を交付する。 

 ○医師確保対策事業 ２，１３８千円（№６３） 

   臨床研修医を確保するため、病院が負担する研修経費に対して補助金を交付  

するととともに、医療系職種に関心を持ってもらうため小中学校を対象に、医  

師講話を実施する。 

○看護学生確保支援事業 ８，４００千円（№６５） 

市内看護学校に入学した看護学生に入学祝い金を支給するとともに、看護学 

校の運営費に対して補助することにより、看護師の確保を推進する。 

 ○女性活躍推進事業 ２，０００千円（№８０） 

   女性が活躍しやすい職場環境の整備に取り組んだ中小企業に対して助成金を 

  交付する。 

 

≪ウ 継続事業≫ 

 ○地域おこし協力隊定住定着支援事業 １，３６０千円（№２６） 

都市部等から地域おこし協力隊として移住してきた人材が、任期終了後も一 

定の条件を満たし市内に定住する場合において、賃貸住宅の家賃、起業・事業 

承継費用を支援する。 

 ○障害福祉従事者人材確保・育成支援事業 １，０１３千円（№３６） 
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安定した障がい福祉サービスを提供するため、障がい福祉施設で働く人材の 

確保及び職場への定着を図る取組に対して補助する。 

 ○介護従事者人材確保・育成支援事業 ４６，８６７千円（№３９） 

夜勤従事者の処遇改善や離職防止を支援するため、介護夜勤対応者補助金を  

交付する。また、介護職員の資格取得、人材確保及び職場定着を図る取組に対し

て補助金を交付する。 

 ○介護職員就職支援事業 ３，６００千円（№４０） 

介護福祉士、介護支援専門員、社会福祉士などの介護の現場に必要な資格を 

有する方が、市内の介護施設や病院に新たに勤務する場合に補助金を交付する。 

 ○看護師就職支援事業 ２０，８００千円（№６４） 

看護師、保健師、助産師、准看護師の資格を有する方が、市内の病院、訪問 

看護ステーション、介護施設、障がい児者の入所施設に新たに勤務する場合に 

補助金を交付する。 

 ○新規就農者育成支援事業 ２，４９２千円（№８８） 

   農業法人等が新規就農者を新たに雇用して実施する就農に必要な技術の習得 

研修費のうち、雇用事業の助成額を上回る費用に対して助成する。 

 ○青年就農支援事業 ６，７５０千円（№９０） 

   地域における将来の農業の担い手として、国が定める要件を満たす認定新規 

就農者に対して、年間最大１５０万円の経営開始資金を交付する。 

 ○森林経営管理事業（人材育成・確保部分）１３，３６８千円（№１０３） 

   担い手の中心である柏崎地域森林組合の新規雇用の促進を図るための補助金 

を交付し、人材の確保を支援する。 

 ○漁業就業者支援事業 ２，４００千円（№１０５） 

   新たに漁業を始める方、漁船購入者に対して、初期段階での経営支援を行う 

ため、補助金を交付する。 

○人材育成支援事業 ５，１００千円（№１０７） 

 資格、免許及び技能検定の取得費用を助成するとともに、ものづくりマイス 

ターカレッジや高校生インターンシップ事業を支援することにより、優れた若 

手技術者の確保・育成を推進する。 

○創業支援事業 ６，０８１千円（№１１０） 

    関係機関に創業・経営相談事業や創業塾事業に係る経費を補助し、連携して 

創業支援を行うとともに、創業者には広告宣伝費や家賃等の一部を補助する。 
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地域活性化・市民福祉に資する主な事業 

 

 ≪ア 新規事業≫ 

○軽・中等度難聴者補聴器購入費助成事業（福祉課） ２００千円（№３７） 

    １８歳から６４歳までの身体障害者手帳の交付対象とならない軽・中等度の 

難聴者に対して、補聴器購入費用の一部を助成する。 

  ○軽・中等度難聴者補聴器購入費助成事業（介護高齢課）２，３０６千円(№４１) 

    ６５歳以上の身体障害者手帳の交付対象とならない軽・中等度の難聴者に対 

して、補聴器購入費用の一部を助成する。 

○いきいき館施設整備費 １９５，０００千円（№４２） 

    地域福祉を推進するため、西山町いきいき館の一部を診療所に改修する。 

○がん患者医療用補整具購入費助成事業 １，２０７千円（№６８） 

がん治療に伴う医療用ウィッグ、乳房補整具の購入者に対して、購入費用の一  

部を助成する。 

  ○次世代エネルギー活用検討事業 ２０，０４９千円（№７５） 

    水素を含む次世代エネルギーの活用を目指すため、市民一人一人が取り組む行

動計画を策定し、２０３５年脱炭素のまち実現に向けた施策を展開する。 

○道の駅風の丘米山整備事業 ５３，０７２千円（№１２０） 

    道の駅「風の丘米山」の再整備に向けて、道路休憩施設や駐車場、通路などの  

基本設計を行う。 

○中心市街地活性化事業 ３０，０００千円（№１４４） 

    旧市役所庁舎跡地に整備する中央地区コミュニティセンターと屋根付き多目  

的広場などの設計作業を行う。 

○洪水ハザードマップ作成事業 ２７，０００千円（№１５３） 

    新潟県が作成する小規模河川の氾濫推定図を基に、洪水ハザードマップを作

成する。 

 

≪イ 拡充事業≫ 

 ○路線バス等確保事業 １７９，５６８千円（№１４） 

   公共交通の利用促進に向けた取組を行うとともに、路線バスを運行する公共  

交通事業者に対して補助などを行う。また、ＡＩオンデマンドシステムを活用し

た公共交通ネットワークを構築する。 
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  ○戸籍住民基本台帳費 １２２，０２５千円（№２９） 

    戸籍、住民基本台帳、印鑑登録、証明発行及びマイナンバーカードの取得  

促進を行う。証明書交付手数料等のキャッシュレス決済を導入する。 

  ○綾子舞保存振興事業 １２，９０１千円（№１７２） 

柏崎市綾子舞保存振興会に対して年間活動費のほか、現地公開で使用する舞 

台や衣装などの新調費用を補助し、活動を支援する。また、綾子舞のユネスコ 

登録に際して、伝達式に合わせて行うイベントの事業費や記念誌の作成費用を 

負担し、実行委員会の活動を支援する。 

 

≪ウ 継続事業≫ 

  ○病院群輪番制病院設備整備補助事業 ６９，３６３千円（№６２） 

    柏崎・刈羽地域で輪番制により二次救急医療を担う病院に対して、救急医療 

に必要な医療設備整備費を補助する。 

○多面的機能支払交付金事業 ２３３，１２２千円（№９９） 

    活動組織に対して、対象農用地面積に応じた交付金を交付する。 

  ○消融雪施設整備事業（社会資本整備総合交付金事業） 

１８４，１１２千円（№１２８） 

    冬期間の道路交通を確保するため、計画的に消雪パイプなど消融雪施設の整

備工事を行う。 

  ○防火水槽整備事業 ２５，８００千円（№１４９） 

防火水槽の新設や既存防火水槽の修繕、撤去を行う。また、防火水槽の設置予  

定箇所のボーリング調査を行う。 

   

 

 


